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■主要な事業の内容および組織の構成 

※ 

投資顧問等 

保険関連事業 

不動産投資 

不動産管理 

事務代行等 

業務を営んでいます。 

でいます。 

でいます。 

命保険募集業務を、明治生命インターナショナル（香港）㈱、明治生命アメリカ保険 
フィック・ガーディアン生命保険㈱が生命保険事業を、㈱明治生命保険代理社が生 

　明生システムサービス㈱がソフト開発、コンピュータ運用管理業務を、㈱明治生 

インシュアランスサービス㈱が保険代理店業務を営んでいます。 

ドイツ明治生命不動産㈲　、および明治生命プロパティーズ（ＵＳＡ）㈱が不動産投資 
　諸外国において、明治生命リアルティー（ＵＳＡ）㈱、イギリス明治生命不動産㈱、 

務を、明治－アライアンス・キャピタル・コーポレーションが投資顧問業務を営ん 
三菱アセット・ブレインズ㈱が証券投資信託に関する調査・評価および情報提供業 
日本確定拠出年金コンサルティング㈱が確定拠出年金制度における運営管理業務を、 
生命キャピタル㈱が株式・債券等への投資、投資事業組合の財産運用および管理を、 
投資顧問㈱、明治生命インターナショナル（ロンドン）㈱が投融資代行業務を、明治 
ンガポール明治生命投資㈱が外国有価証券の取得・売却業務を、アメリカ明治生命 
　明治ドレスナー・アセットマネジメント㈱が投資顧問、投資信託委託業務を、シ 

ピー・コミュニティが「厚木サテライトビジネスパーク」の維持・管理業務を営ん 
　明生不動産管理㈱が当社所有ビル等の維持・管理業務を、㈱エイ・エス・ビー・ 

サービス㈱が保険仲介業を、㈱明生保険ビューローが契約確認業務を、エムティー 

　当社が生命保険事業を、明治損害保険㈱が損害保険事業を営んでいるほか、パシ 

関連事業 

研究・ウェルネス 

関連事業 

※ドイツ明治生命不動産㈲は現在清算手続中です。 

命スタッフサービスが人材派遣業務、福利厚生事務を、明生ビジネスサービス㈱が 

ランス研究所が生活設計・健康関連等に関する調査・研究とそれに係わるコンサル 
スがアスレティッククラブ「スパ白金」の運営業務を、㈱明治生命フィナンシュア 

力医学研究所の運営および研究助成活動を行なっています。 

康・医療・介護に係る調査・分析・助言業務を、㈱ダイヤモンド・アスレティック 

ビス㈱が厚生年金基金・新企業年金等の事務の代行業務を営んでいます。 
ス㈱が保険契約の保全に関する事務等の代行業務を、ジャパン・ペンション・サー 
刷・製版・製本加工、梱包業務、書簡・配達業務を、ダイヤモンド・データサービ 
生命保険料等の収納代行業務を、明生印刷配送㈱が当社が使用する各種印刷物の印 

　ウェルネスケア・ネットワーク㈱が介護サービスセンターの受託業務のほか、健 

ティング業務を、 　 （ 　 ） 財 明治生命厚生事業団が健康増進・体位向上に関する諸活動、体 
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（平成１５年７月２日現在） 

■　 
■　 

■　 
■　 
■　 

明治損害保険㈱ 

■　 
■　 

■　 

■　 
■　 
■　 

■　 
■　 

■　 

不動産投資 

■　 

投資顧問等 

日本確定拠出年金コンサルティング㈱ 

明治ドレスナー・アセットマネジメント㈱ 

明治生命インターナショナル（ロンドン）㈱ 

明治－アライアンス・キャピタル・コーポレーション 
三菱アセット・ブレインズ㈱ 

シンガポール明治生命投資㈱ 
アメリカ明治生命投資顧問㈱ 

明治生命キャピタル㈱ 

パシフィック・ガーディアン生命保険㈱ 

エムティーインシュアランスサービス㈱ 

明治生命アメリカ保険サービス㈱ 
明治生命インターナショナル（香港）㈱ 

㈱明生保険ビューロー 

資産運用関連事業 

㈱明治生命保険代理社 

■明治生命グループ事業系統図 

保険関連事業 

■　 
■　 

■　 

不動産管理 

■　 
■　 

■　 
■　 

■　 
■　 

■　 明生印刷配送㈱ 

■　 
■　 
■　 

■　 

■　 
㈱明治生命フィナンシュアランス研究所 

（注）ドイツ明治生命不動産㈲は現在清算手続中です。 

明生システムサービス㈱ 

ウェルネスケア・ネットワーク㈱ 

ジャパン・ペンション・サービス㈱ 
ダイヤモンド・データサービス㈱ 

㈱ダイヤモンド・アスレティックス 

㈱明治生命スタッフサービス 

研究・ウェルネス関連事業 

明生ビジネスサービス㈱ 

㈱エイ・エス・ビー・ピー・コミュニティ 

明治生命プロパティーズ（USA）㈱ 

事務代行等関連事業 

明生不動産管理㈱ 

ドイツ明治生命不動産㈲ 
イギリス明治生命不動産㈱ 

明
　
　
治
　
　
生
　
　
命
　
　
保
　
　
険
　
　
相
　
　
互
　
　
会
　
　
社
 

明治生命リアルティー（USA）㈱ ■　 

［Meijiseimei　Investment　Singapore　Pte ］ 　Ltd

USA ,　Inc.］ 

Immobilieninvestitionen
,　Inc.］ 

［Meijiseimei　Property　Germany　GmbH　i.L.　 

［Meijiseimei　Properties USA

］ 

［Meijiseimei　Realty

　 （ 　 ） 財 明治生命厚生事業団 

［Pacific　Guardian　Life　Insurance　Company,　Limited］ 

［Meijiseimei　International　Hong　Kong,　Limited］ 

［Meijiseimei　Insurance　Agency　of　America,　Inc.］ 

［Meijiseimei　Asset　Management　of　America　Incorporated］ 

［Meijiseimei　International,　London　Limited］ 

［Meiji-Alliance　Capital　Corporation］ 

［Meijiseimei　Property　U.K.　Limited］ 

( )

( )

( )



０％ ３４．５％ 厚生年金基金・新企業年金等の事務の代行業務 ２，０００ 平成１３年１０月１日 大阪府大阪市 ジャパン・ペンション・サービス株式会社 

アスレティッククラブの経営 

調査研究、健康関連等に関する調査研究、 
コンサルティング 

医療・介護に係る調査・分析・助言業務 
介護サービスセンターの受託業務のほか、健康・ 

保険仲介、金融経済調査、投資顧問 

生命保険・健康保険業 

投資顧問、金融経済調査、融資開拓支援 

投資顧問、金融経済調査、融資開拓支援 

投資顧問、資本金運用、融資開拓支援 

保険仲介、金融経済調査 

イギリスにおける不動産投資 

投資顧問 

ドイツにおける不動産投資 

米国における不動産投資 

米国における不動産投資 

国民の健康増進、体位向上に関する諸活動、研究助成 

１０ （万米ドル） 米国ニューヨーク州ニューヨーク市 平成３年３月２７日 

米国デラウェア州ウィルミントン市 

英国ロンドン市 

ドイツ連邦共和国ヘッセン州フランクフルト市 

米国デラウェア州ウィルミントン市 

（注） 
２． 

平成２年５月２２日 

平成１０年８月３日 

平成４年２月１２日 

平成１０年８月３日 

（万米ドル） 

（万ユーロ） 

（万ポンド） 

（万米ドル） ５，０７９ 

５，５４５ 

４２，６６０ 

６，７００ 

主たる営業所 
又は事務所の 

中国（香港） 

米国ハワイ州ホノルル市 

米国ニューヨーク州ニューヨーク市 

米国ニューヨーク州ニューヨーク市 

英国ロンドン市 

シンガポール共和国シンガポール市 

会社名 

株式会社ダイヤモンド・アスレティックス 

株式会社明治生命フィナンシュアランス研究所 

ウェルネスケア・ネットワーク株式会社 

財団法人明治生命厚生事業団 

海外 

平成元年３月３日 

設立年月日 

昭和３６年８月３日 

昭和６３年４月２８日 

昭和６０年４月９日 

昭和６２年８月１０日 

昭和６２年４月３日 

所在地 

５０ （万米ドル） 

（万米ドル） 

（万米ドル） 

（万ポンド） 

（万米ドル） 

４００ 

８３０ 

３０ 

１，５００ 

資本金 

（万米ドル） ６３５ 

昭和５８年７月１日 

平成３年７月１日 

平成１４年３月７日 

昭和３７年６月６日 東京都新宿区 

東京都千代田区 

東京都千代田区 

東京都港区 

２５０（基金） 

５０ 

２５ 

３４２ 

０％ ５０％ 

１００％ 

１００％ 

１００％ 

１００％ ０％ 

０％ 

０％ 

０％ 

社員又は総 社員又は総 
出資者の議 
決権に占め 

有議決権の 
る当社の保 

１００％ 

１００％ 

１００％ 

１００％ 

１００％ 

１００％ 

事業の内容 

割合 

０％ 

０％ 

０％ 

０％ 

０％ 

出資者の議 
決権に占め 

議決権の割 
社等の保有 
る当社子会 

合 

０％ 

総株主、総 

（平成１５年３月３１日現在） 
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総株主、総 

０％ 

９０％ 

０％ 

保険契約の保全に関する事務等の代行業務 

事業の内容 

生命保険の募集 

生命保険契約の確認 

ベンチャーキャピタル 

投資顧問業務、投資信託委託業務 

証券投資信託に関する調査・評価 

確定拠出年金運営管理業 

印刷、製本、梱包、配送 

人材派遣、福利厚生業務 

情報システム開発、管理 

明治生命キャピタル株式会社 

ダイヤモンド・データサービス株式会社 

三菱アセット・ブレインズ株式会社 

明生不動産管理株式会社 

株式会社エイ・エス・ビー・ピー・コミュニティ 

明生システムサービス株式会社 

株式会社明治生命スタッフサービス 

明生ビジネスサービス株式会社 

明生印刷配送株式会社 

日本確定拠出年金コンサルティング株式会社 

明治損害保険株式会社 

株式会社明生保険ビューロー 

明治ドレスナー・アセットマネジメント株式会社 

株式会社明治生命保険代理社 

エムティーインシュアランスサービス株式会社 

会社名 

５０ 東京都千代田区 平成４年４月１日 

昭和５７年４月１日 

昭和６２年４月１日 

平成１０年１２月２５日 

昭和３８年４月３０日 

平成６年１０月３日 

昭和５９年４月２日 

昭和５８年４月１日 

昭和４３年４月９日 

平成１３年３月１６日 

東京都千代田区 

東京都千代田区 

東京都千代田区 

東京都江東区 

東京都江東区 

東京都千代田区 

東京都千代田区 

東京都千代田区 

神奈川県厚木市 

１００ 

１０ 

１０ 

２０ 

３０ 

金銭収納代行 

１０ 

１０ 

３，０００ 

４８０ 

ビル管理 

ビル管理 

設立年月日 

平成８年８月８日 

昭和５３年７月１日 

昭和６１年１１月１５日 

昭和５４年４月２日 

平成８年１０月１４日 

東京都千代田区 

東京都千代田区 

東京都港区 

東京都渋谷区 

千葉県浦安市 

又は事務所の 
主たる営業所 

所在地 

３０，０００ 損害保険業 

１，０００ 

１０ 

５０ 

１０ 

保険代理店業 

（百万円） 

資本金 

■子会社等に関する事項 

国内 （平成１５年３月３１日現在） 

２０％ ７０％ 

１０％ 

１００％ 

１００％ 

１０％ 

１００％ 

６３％ 

１００％ 

２０％ 

２５％ 

０％ 

０％ 

０％ 

０％ 

０％ 

０％ 

０％ 

０％ 

０％ 

有議決権の 

出資者の議 
社員又は総 
総株主、総 

決権に占め 
る当社の保 

１００％ 

５１％ 

４３％ 

１００％ 

１００％ 

割合 

０％ 

０％ 

０％ 

０％ 

０％ 

総株主、総 

議決権の割 
社等の保有 
る当社子会 

出資者の議 
決権に占め 

社員又は総 

合 

Pacific　Guardian　Life　Insurance　Company，　Limited

Meijiseimei　International　Hong　Kong，　Limited

Meijiseimei　International，　London　Limited

Meiji－Alliance　Capital　Corporation

Meijiseimei　Realty（USA），　Inc． 

Meijiseimei　Property　U．K．　Limited

Meijiseimei　Properties（USA），　Inc． 

Meijiseimei　Investment　Singapore　Pte　　Ltd

Meijiseimei　Insurance　Agency　of　 
America，　Inc． 

Meijiseimei　Asset　Management　of　 
America　Incorporated

Meijiseimei　Property　Germany　 
GmbH　i．L．　（Immobilieninvestitionen） 

１． Pacific　Guardian　Life　Insurance　Company，　Limitedへの資本参加は昭和５１年３月２６日です。 
は平成１５年３月３１日に２，３４３万ユーロの減資を行ないました（現在清算手続中）。 Meijiseimei　Property　Germany　GmbH　i．L．（Immobilieninvestitionen） 
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活用し、介護コーナーの増設をはじめとするサービス拡充、お客さまの利便性向上をめざしています。 
と共同で設立し、４月からサービス提供を開始しました。これにより、共同事業会社のネットワークを 

は明治損害保険の業績が向上するとともに、会社設立時の計画どおり単年度黒字化を実現いたしました。 
アセットマネジメント分野では、明治ドレスナー・アセットマネジメント株式会社が、国内年金受託額 
を増加させるとともに、確定拠出年金のお客さまにも、年金運用の強みを生かした投資信託商品等、多 
様な資産運用サービスを提供しています。一方、健康・医療・介護関連分野については、平成１４年３月 
に介護相談サービスやケアプラン作成サービス等を行なうウェルネスケア・ネットワーク株式会社を株 
式会社ＮＴＴデータ、日本興亜損害保険株式会社、松下電器産業株式会社、株式会社ディーシーカード 

した。 

２兆１，７５８億円、資産運用費用は３，３１１億円、事業費は２，８０９億円です。以上により、経常利益は１，４６７億円 
用収益は４，６９３億円です。一方、経常費用は３兆　４９１億円となりましたが、このうち、保険金等支払金は 
　この結果、経常収益は３兆１，９５９億円となりました。このうち、保険料等収入は２兆２，１５１億円、資産運 

コア事業としながら、お客さまのニーズに対応する取り組みを行なってまいりました。損害保険分野で 
　このような情勢のなかで、当社グループは、保険・年金、アセットマネジメント、医療・介護保障を 

　平成１４年度の日本経済は、年度前半は、アジア向けの輸出に牽引されて、在庫調整が進み生産が拡大 
に向かうなど、回復基調となりました。しかし、年度後半は、好調だった輸出が欧米向けを中心に伸び 
悩み、景気の回復テンポは鈍化しました。設備投資は、更新投資が堅調に推移し年度を通じて増勢を維 
持しましたが、個人消費は、景気先行きの不透明感に加え、可処分所得の減少等から減速傾向となりま 

は、平成１３年７月より開始した当社と明治損害保険株式会社の間での損害保険業に係る業務の代理（い 
わゆる販売代理）が定着してまいりました。これにより、生損保一体サービスによるお客さまの利便性 
向上に資するとともに、幅広く商品・サービスのご提供に努めてまいりました。この結果、平成１４年度 

１４６，７５３ 

３，１９５，９１０ 

５１，５７９ 

１６，３１５，３７６ 

（単位：百万円） 

１７，５４０，９７４ 

１７９，３５８ 

９６，２６８ 

３，２９２，３１７ 

７６，０４３ 

１８６，８０９ 

１６，８５１，９５３ 

３，７８２，０６６ 

１７，１７０，３９４ 

３，１６２，８７８ 

１７，９８５ 

１４，７１１ 

１２０，２９６ 

３０，０１２ 

１７，３２５，３９４ 

３，６３９，８７６ 

■主要な業務の状況を示す指標 

　以上の結果、当期純剰余は５１５億円となりました。 
となりました。 

項　　目 

経 常 利 益 

当期純剰余 

総 資 産 額 

経 常 収 益 

■平成１４年度の事業の概況 

平成１０年度 

至平成１１年３月３１日） 

（自平成１０年４月１日 （自平成１３年４月１日 

至平成１４年３月３１日） 

平成１３年度 

至平成１３年３月３１日） 

（自平成１２年４月１日 

至平成１２年３月３１日） 

平成１１年度 
（自平成１１年４月１日 

平成１２年度 

至平成１５年３月３１日） 

（自平成１４年４月１日 

平成１４年度 
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（単位：百万円、％） ■連結貸借対照表 

不動産及び動産 
代 理 店 貸 
再 保 険 貸 

コ ー ル ロ ー ン 

有 価 証 券 
貸 付 金 

金 銭 の 信 託 
買 入 金 銭 債 権 

（資産の部） 
現金及び預貯金 

科　　　目 

資 産 の 部 合 計 

支 払 承 諾 見 返 
貸 倒 引 当 金 

そ の 他 資 産 
繰 延 税 金 資 産 

再 保 険 借 
代 理 店 借 
社員配当準備金 
責 任 準 備 金 
支 払 備 金 
保険契約準備金 
（負債の部） 

支 払 承 諾 
再評価に係る繰延税金負債 
繰 延 税 金 負 債 
価格変動準備金 
偶発損失引当金 
債権売却損失引当金 
退職給付引当金 

基 金 
（資本の部） 

少 数 株 主 持 分 
（少数株主持分） 

負 債 の 部 合 計 

再 評 価 積 立 金 

土地再評価差額金 
連 結 剰 余 金 

及び資本の部合計 
負債、少数株主持分 

資 本 の 部 合 計 
為替換算調整勘定 
株式等評価差額金 

基金償却積立金 

再 評 価 積 立 金 

（資本の部） 
基 金 

及び資本の部合計 
負債、少数株主持分 

再 評 価 差 額 金 
連 結 剰 余 金 
評 価 差 額 金 
為替換算調整勘定 
資 本 の 部 合 計 

基金償却積立金 

そ の 他 負 債 

― 

― 

― 

― 

― 
― 

― 

― 

― 

― 

― 
― 

― ― 

― ― 

― ― 

― 
― 
― 

― 
― 
― 

― 
― 

― 
― 

― ― 

－ － 

― ― 

― ― 

― 
― 

― 

― 

― 
― 
― 

― 
― 

― 

― 

― 
― 

― 
― 

― 
― 

― 

― ― 

４８６，４７７ 
１４，８３９，７７３ 
８９，９４７ 

４３８，０８７ 
１４，７０３，３４７ 
１０５，３５１ 

３５６，２９８ 

１０１，４４１ 
１４，３９５，７００ 

― ― 

６０，７１１ ０．３ ６６，１３７ ０．４ 

△　１６，７３８ △０．１ 

１７，５４０，９７４ 

８４７，５４３ 

１００．０ 

４．８ 

４８２，２９７ 
１６０，９８３ 

２．７ 
０．９ 

１００．０ 

２．０ 

３．７ 
０．０ 

０．３ 

４，２２９ 

１７，１７０，３９４ 

６２９，５３１ 

３４０，１１６ 
５８，７５９ 

２８９ 
８０，０００ 

８０，０００ 
０．０ 
０．５ 

０．５ 

１０，７００ ０．１ 

４，０７１ 

１６，６８９，３６０ 

０．０ 

９５．１ 

３８，２８２ 
３４，３７３ 

９０，６５７ 
０．２ 
０．２ 

０．５ 

２６ 
１４０，０６７ 

０．０ 
０．８ 

０．７ １２０，０００ 

△０．０ 

１００．０ 

０．６ 

０．３ 
０．０ 

１００，０００ 

６０，０００ 
２８９ 

１６，３１５，３７６ 

６５，８２８ 

４７０，９０６ 

１３０，８１９ 
△７，８０５ 

６１，７７５ 
２８９ 

０．４ 

２．９ 

０．８ 

０．４ 
０．０ 

５１３ ０．０ ５１３ 

０．０ 

９６．３ １６，５３７，３９４ 

３，４６８ 

１００，０００ 

３，６８４ 

１５，８４０，７８５ 

０．２ 

０．０ 
０．４ 
０．０ 

０．０ 
０．８ 

３７，４４５ 

７０，３８６ 
２，０８７ 

４，９１４ 

１４４，１３１ 
２７ 

３７，２７０ 

７２，８４６ 
２，２２７ 

６３，１０５ 

３２，４２９ 
２７ 

０．０ 

０．６ 

０．０ 

９７．１ 

０．０ 
０．２ 

０．４ 

０．０ 
０．２ 

０．４ 

１５，４１６，１９８ ８７．９ 

３，９８５ 
９５５，０６０ 

７ 
０．０ 
５．４ 

０．０ 

△　４７，２２９ △０．３ 

１７，５４０，９７４ １００．０ 

１０，７００ 

２３７，１００ 
４９３ 

０．１ 
０．０ 
１．４ 

１３，９２９ ０．１ 

５４３ 
４，００４ 

１，０５４，８６７ 
０．０ 
０．０ 

６．０ 

９，５５４，５７５ 
５，４７７，７７８ 

４３，２１２ 
５４．５ 
３１．２ 

０．２ 

１，０３５，３００ 
１５５，６９７ 

５．９ 
０．９ 

１００．０ 

△０．１ 

１５，２４６，７８６ ８８．８ １４，８５３，４３９ 

６．０ 

０．０ 
０．０ 

１，０２７，４３６ 
３，６１３ 
５１ 

７７５，８５９ 
３，０５０ 
１４ 

△０．２ 

１００．０ 

０．５ 
０．０ 

２．７ 

△３６，１６５ 

１７，１７０，３９４ 

８９，９２０ 
５１３ 

４５８，５８３ 

△２１，６７８ 

１６，３１５，３７６ 

２５２，６７６ 
３７１，０５７ 

５１３ 

９１．０ 

０．０ 
４．８ 

０．０ 

０．０ 

２．３ 
１．５ 

０．２ ４０，２８０ ４２，５４１ 

２９．８ 

０．０ 
０．０ 

６．２ 

５６．５ 
０．１ 

３，０７１ 

１，０６４，２７８ 
１，０３１ 

５，１２３，２４６ 
９，６９８，３３７ 
１５，０４２ 

１，０３２，７８７ 

２，７３３ 
１，０３４ 

９，０８５，１９８ 
４，９２６，０１７ 

１．２ 
２．９ 

２０７，２５２ 
５０５，０００ 

２７２，４９３ 
３５０，０００ 

０．３ 

０．０ 
０．０ 

６．３ 

５５．７ 
３０．２ 

２．１ 
１．７ 

金額 

（平成１３年３月３１日現在） 

平成１２年度末 

構成比 

（平成１４年３月３１日現在） 

平成１３年度末 

金額 構成比 構成比 

平成１４年度末 
（平成１５年３月３１日現在） 

金額 
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（単位：百万円、％） 

科　　　　目 

■連結損益計算書 

売買目的有価証券運用損 
有 価 証 券 売 却 損 

保 険 料 等 収 入 

保 険 金 

支 払 備 金 繰 入 額 

資 産 運 用 費 用 
社員配当金積立利息繰入額 

金 銭 の 信 託 運 用 損 
支 払 利 息 

給 付 金 
年 金 

そ の 他 返 戻 金 等 
解 約 返 戻 金 

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 

そ の 他 運 用 収 益 
為 替 差 益 

そ の 他 経 常 収 益 

保 険 金 等 支 払 金 

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 
資 産 運 用 収 益 

有 価 証 券 売 却 益 
金 銭 の 信 託 運 用 益 

有 価 証 券 償 還 益 

特

別

損

益

の

部
 

不 動 産 圧 縮 損 

そ の 他 特 別 損 失 

社 会厚生事業増進助成金 
退職給付会計基準変更時差異処理額 

そ の 他 特 別 利 益 

偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額 
債権売却損失引当金繰入額 
不 動 産 動 産 等 処 分 損 

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 

不 動 産 動 産 等 処 分 益 

そ の 他 経 常 費 用 

価 格 変 動 準 備 金 戻 入 額 
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 

そ の 他 運 用 費 用 
賃貸用不動産等減価償却費 
貸 付 金 償 却 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 

特 別 勘 定 資 産 運 用 損 
事 業 費 

有 価 証 券 償 還 損 
金 融 派 生 商 品 費 用 
為 替 差 損 

経

常

損

益

の

部
 

有 価 証 券 評 価 損 

96,268

△20,925

647

37,483
113,473

13,769
296

702
123

△41,383

　　2.9

　　0.0

－ 

14,711

△278

9,205
13,753

　　1.1
　　3.4 △10,336

16,614

804
246

△44,332

0.5

－ 

－ 

51,579

239

13,753
58,104

342
397

－ 
0.5 50,804

58,290

1.6

0.0

― 

1.8
1.6

76,386

179,358
10,502

56,055

－ 
5,439

0

223

282,538

－ 
4,708

5,570

4,914

37,374

4,618
　　2.3

－ 

－ 

66,298

20,350
13,007

249,699
　　5.4
　　0.3

－ 

17,985
37,976

24,870
319,562

20,588
11,296
4,647
－ 

15,219

19,302

45,979

－ 

－ 

－ 

51,538
311,255

14,809
11,668

7,882
12

221,231

13,209

86,816
2,096

－ 

－ 

14,160

2,518
10,133

－ 
2.1

0

99,410

9,277

1,670

260,681

－ 

0.6
1.2

146,753
10,947

3.1

4.6
0.3

11,843

92,831
280,935

11,175

418
－ 

124,817

278
14,566

73,379
－ 

0

3,112,958 　94.6 3,144,892

11,393

156,007

20,236
22,474

2,708

2,238

120,512

326,786
654,861
547,003

683,212
2,332,375

1,250

4,957
2,338

416,562

15,361
16,612

140,300

268,139
628,112
472,500

641,709
2,150,762

3,292,317

－ 

456,117

97,038

1,379
8,425

－ 

2,321,130
515,069
408,226

－ 

2,053

361,476
8,609

112,512
0

492,781
369,606

2,308,620
100.0 3,162,878

99.4 95.43,049,157

554

1,859
331,170

554

－ 

－ 

156,007

603,747
196,220

459,594

760,244
2,175,814

100.0

920

24,456
511,408

83,712

－ 
－ 

2,215,130
469,371
360,282

100.0 3,195,910経 常 収 益 

経 常 費 用 

経 常 利 益 
特 別 利 益 

特 別 損 失 

当 期 純 剰 余 

少 数 株 主 利 益 
法 人 税 等 調 整 額 
法 人 税 及 び 住 民 税 等 
税 金 等 調 整 前 当 期 純 剰 余 

( △ は 少 数 株 主 損 失 )

平成１３年度 
（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで） 

平成１２年度 

金　　　　額 

（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） 

金　　　　額 百分比 百分比 

（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） 

金　　　　額 

平成１４年度 

百分比 
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（単位：百万円） ■連結キャッシュ・フロー計算書 

科　　　　目 

　　　有価証券関係損益 

　　　支払備金の増加額 

　　　減価償却費 

　　　 

　　　 

　　　為替差損益 

　　　再保険借の増加額 

　　　その他 

　　　代理店貸の増加額 
　　　再保険貸の増加額 

　　　代理店借の増加額 

　　　支払利息 

　　　　　　　　　　　小　　　　計 
　　　利息及び配当金等の受取額 

　　　不動産動産関係損益 
　　　持分法による投資損益 

　　　退職給付引当金の増加額 
　　　偶発損失引当金の増加額 
　　　価格変動準備金の増加額 
　　　利息及び配当金等収入 

　　　賃貸用不動産等減価償却費 

　　　責任準備金の増加額 
　　　社員配当準備金積立利息繰入額 
　　　貸倒引当金の増加額 

その他資産（除く投資活動関連・財務活動関連）の増加額 

その他負債（除く投資活動関連・財務活動関連）の増加額 

　　　退職給付信託設定損 

　　　税金等調整前当期純剰余 

Ⅱ ＋ ①） 
①　小　　　　計 

　　　貸付けによる支出 

　　　法人税等の支払額 
　　　その他 

Ⅱ 
（ 

　　　その他 

　　　借入れによる収入 

　　　 

　　　社員配当金の支払額 

　　　借入金の返済による支出 
　　　基金の募集による収入 
　　　基金の償却による支出 

　　　不動産及び動産の売却による収入 
　　　不動産及び動産の取得による支出 

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅰ 

　　　金銭の信託の増加による支出 
　　　金銭の信託の減少による収入 
　　　有価証券の取得による支出 
　　　有価証券の売却・償還による収入 

　　　貸付金の回収による収入 

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 

　　　買入金銭債権の取得による支出 
　　　買入金銭債権の売却・償還による収入 

連結範囲の変動を伴う子会社及び子法人等の株式の売却による収入 

　　　その他 

（現金及び現金同等物の範囲） 

　　　基金利息の支払額 

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 

変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 
　連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の 

　　　利息の支払額 

（△１１３，６３４） （４４０，１２８） （△４２５，７００） 

△１，８５４ △２，５７８ △２，４７１ 

△５１８ △３２６ △６７８ 
△２２ 

△２，１３４ 

７１２，２５２ 
△８９，７５９ 

６２２，４９３ 

３９，５２３ 

－ ２，４５０ 

１，１９４，０９９ ７１２，２５２ 

１８７ 

８５３，１４０ 
３４０，９５９ 

１９，４０４ 
－ 

６１５ 

１，１９４，０９９ 
△４７９，３９６ 

△２１，０９２ 
△２２７ 

－ 

１，５４３，７４４ １，５４７，７２１ １，３８１，６５５ 

６０，０００ 

△４２，３９６ 

△４１，９５１ 

△２８，８８２ 

△１２７ 

△２０，０００ 

２８，４３８ 

△１３７，１５９ 

△４７８，１７９ ４３９，８５１ 

△７６ 

△２０，０００ 
４０，０００ 

－ 
△２１，５７７ 

△２０，０００ 
－ 

２１，３９２ 

△２３１，８８３ 
１１３，１２１ 

－ 

５５８，６１３ 
３１３，６９３ 

１４９，４２５ 
３０ 

△１８２，６７４ 

△４４４，９５９ 
△１５２，６６５ 

－ 

－ 

△８４，７５２ 

１５，９６２ 

△１１０，８６４ 

△１，１９５，１４５ 

△２，２１９，４１０ 
２，１２５，３０６ 

△１３，５９９ 
１３，５０８ 

△９，５１９ 

　２，９５５ 

△１，１９４，１５２ 

△２，２６１，０５４ △３，０１２，９５１ 

△１，１９０，０３２ 
２，８７１，８８４ 

１１２，９７３ 
△７５，７４８ 

１，６２２，２４７ 

２３，２１３ 

２３７，０２４ 
－ 

△１１，８８０ 

△１１８，４８４ 
△１２，０１９ 

△１６２，１１６ 
△６６ 

△２６３，３１６ 

１９，２５９ 

－ 
△４７，６９０ 

△１２９，０４０ 

－ 

－ 

△１０，３３６ １１３，４７３ ５８，２９０ 

　２，７０８ １，８５９ ２，３３８ 

１４，３０７ 

５９，３９１ 

△１４５，８２０ 
△５６２ 
△３５ 

１０４，１５９ 
△３５０，８２０ 
３８８，３０６ 

　　　　　５ ４４ 

２３，８６６ 

３８５，３３７ 
△３２７，０４１ 

１６，２２５ 
　　　３２６ 

１３，１１７ 

３９６，５７４ 
△１９８，１１２ 

２６，６９１ 
△３７２ 

△２２０ 

４６，９３０ 
△８５ 

５３，５５９ 
△１，３７９ 

△３９ 

９３３ 
△７０７ 

△４８８ 

１８，４２４ 
△３０ 

△２，０５３ 

３３６ 
△２ 
－ 

１３５ 

１９，７２７ 
１１，８４３ 

△３，８６０ 
５６，０８９ 

２７，５１５ 
１，４８５ 

△３６０，２８２ 

△３０３，８８８ 

△５，６５５ 

２，５１８ 

１１１，０７３ 

△１１，０６４ △１５，３４０ 

　５，９７３ 

　３，０７９ 
△４０８，２２６ 

△１，０２３ 
－ 

△２０，３５０ 

２３７，５８９ 
△３６９，６０６ 

４，９１４ 
４，０６３ 

２０，３２２ 
△２２２，２７２ 
　２，２３８ 

　１１，２９６ 
　２１，５４０ 

－ 

△１４１，１５６ 
１，２５０ 

１５，３６１ 

２１，６５７ 
－ 

１１，６６８ 

５５４ 

　営業活動によるキャッシュ・フロー Ⅰ 

　投資活動によるキャッシュ・フロー Ⅱ 

　財務活動によるキャッシュ・フロー Ⅲ 

除外連結子会社及び子法人等の現金及び現金同等物期末残高 

　現金及び現金同等物に係る換算差額 
　現金及び現金同等物の増加額 
　現金及び現金同等物期首残高 

　現金及び現金同等物期末残高 

Ⅳ 

Ⅶ 
Ⅷ 
　 

Ⅴ 
Ⅵ 

平成１３年度 

（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで） （平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） 

平成１２年度 平成１４年度 

（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） 
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（単位：百万円） ■連結剰余金計算書 

当 期 純 剰 余 

再評価差額金取崩額 

社 員 配 当 準 備 金 

役 員 賞 与 金 

基 金 償 却 積 立 金 

基 金 利 息 

基 金 償 却 積 立 金 

再評価差額金取崩額 

社 員 配 当 準 備 金 

役 員 賞 与 金 

基 金 利 息 

連結除外による減少高 

科　　　目 

５１，５７９ 

２８，５２０ 

２０，０００ 

３２６ 

３０８ 

１２０，４４０ 

２０，０００ 

１６，９８５ 

５１８ 

６６ 

― 

６７８ 

１１，３８０ 

５１ 

５，４２５ 

７９，３９９ 

２０，０００ 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

２４ 

５８，７５９ 

５１，８８８ 

６１，７７５ 

４８，８７１ 

１５８，０１１ 

２２２，７２５ 

１６０，９８３ 

９６，２６８ 

５８，７５９ 

１４，７１１ 

１６０，９８３ 

１１６，９３５ 

連結剰余金期首残高 

連 結 剰 余 金 増 加 高 

連 結 剰 余 金 減 少 高 

連結剰余金期末残高 

連結剰余金期首残高 

連 結 剰 余 金 減 少 高 

当 期 純 剰 余 

連結剰余金期末残高 

（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） （平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） （平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで） 

平成１２年度 平成１４年度 平成１３年度 
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（注） 
変更するとともに、様式を一部変更して記載しています。 
当誌では、上記監査報告書の監査対象となった連結財務諸表の内容をよりご理解いただけるよう、当社の判断に基づき、記載内容を一部追加・ 

平成１４年度の監査報告書は以下のとおりです。 
当社は、連結財務諸表について、会計監査人の監査を受けています。 

■連結財務諸表についての会計監査人の監査報告 

会計監査人の監査報告書謄本 
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法人等数　９社 

損害保険株式会社、 
ネジメント株式会社、明治 
治ドレスナー・アセットマ 
テムサービス株式会社、明 
生命保険代理社、明生シス 
子法人等は、株式会社明治 
　連結される子会社および 

連結される子会社および子 

であります。 

ります。 

法人等は、総資産、売上高、 
　非連結の子会社および子 

ネスサービス株式会社であ 
よび子法人等は、明生ビジ 
　主要な非連結の子会社お 

法人等数　９社 

損害保険株式会社、 

であります。 

ります。 

であります。 

連結される子会社および子 

　主要な非連結の子会社お 
よび子法人等は、明生ビジ 
ネスサービス株式会社であ 

　非連結の子会社および子 
法人等は、総資産、売上高、 

　連結される子会社および 
子法人等は、株式会社明治 
生命保険代理社、明生シス 
テムサービス株式会社、明 
治ドレスナー・アセットマ 
ネジメント株式会社、明治 

■連結財務諸表の作成方針 

１．連結の範囲に関する事項 連結される子会社および子 

　非連結の子会社および子 

ネスサービス株式会社であ 
よび子法人等は、明生ビジ 
　主要な非連結の子会社お 

ります。 

ムサービス株式会社、明治 

害保険株式会社、 
ジメント株式会社、明治損 
ドレスナー・アセットマネ 

保証株式会社、明生システ 
生命保険代理社、明生信用 
子法人等は、株式会社明治 
　連結される子会社および 
法人等数　１１社 

数　０社 

れもそれぞれ小規模であり、 
余金の観点からみて、いず 
当期損益および（利益）剰 

当企業集団の財政状態と経 

から除いております。 

営成績に関する合理的な判 
断を妨げない程度に重要性 
が乏しいため、連結の範囲 

　持分法適用の関連法人等 （ １ ） 

連結剰余金に及ぼす影響 
が軽微であり、かつ全体 

　持分法を適用していない （ ２ ） 
非連結の子会社および子 
法人等（明生ビジネスサ 
ービス株式会社ほか）な 
らびに関連法人等（三菱 
アセット・ブレインズ株 

それぞれ連結損益および 
式会社ほか）については、 

数　１社 

いております。 

数　１社 

連結剰余金に及ぼす影響 
が軽微であり、かつ全体 

法人等（明生ビジネスサ 
ービス株式会社ほか）な 
らびに関連法人等（三菱 
アセット・ブレインズ株 
式会社ほか）については、 
それぞれ連結損益および 

非連結の子会社および子 

ス株式会社 ス株式会社 

当期損益および剰余金の観 

連結剰余金に及ぼす影響 
が軽微であり、かつ全体 

　　会社名　明治生命リー 

　持分法を適用していない （ ２ ） 
非連結の子会社および子 
法人等（明生ビジネスサ 
ービス株式会社ほか）な 
らびに関連法人等（三菱 
アセット・ブレインズ株 
式会社ほか）については、 
それぞれ連結損益および 

　持分法適用の関連法人等 （ １ ） 

点からみて、いずれもそれ 
ぞれ小規模であり、当企業 
集団の財政状態と経営成績 
に関する合理的な判断を妨 
げない程度に重要性が乏し 
いため、連結の範囲から除 

りません。 
め、持分法を適用してお 

りません。 りません。 
め、持分法を適用してお め、持分法を適用してお 

としても重要性がないた としても重要性がないた としても重要性がないた 

２．持分法の適用に関する事項 

　　会社名　明治生命リー 

　持分法を適用していない （ ２ ） 

　持分法適用の関連法人等 （ １ ） 
いております。 
いため、連結の範囲から除 
げない程度に重要性が乏し 
に関する合理的な判断を妨 
集団の財政状態と経営成績 
ぞれ小規模であり、当企業 
点からみて、いずれもそれ 
当期損益および剰余金の観 
法人等は、総資産、売上高、 

Guardian　Life　Insurance　 
Company，　Limited、Meijiseimei　 

Property　Germany　GmbH　i．L． 
Property　U．K．　Limited、Meijiseimei　 

（Immobilieninvestitionen）、 

Inc． 

Pacific
Guardian　Life　Insurance　Co．， 
Ltd．、Meijiseimei　Realty　of
America　Inc．、Meijiseimei　 
Property　U．K．　Ltd．、Meiji－ 
seimei　Property　Germany　GmbH
（Immobilieninvestitionen）、 
Meijiseimei　Realty　（USA）， 
Inc．、Meijiseimei　Properties
（USA），Inc． 

Pacific
Guardian　Life　Insurance　 

Property　Germany　GmbH　 
（Immobilieninvestitionen）、 
Meijiseimei　Realty（USA），Inc．、 
Meijiseimei　Properties（USA）， 

Company，　Limited、Meijiseimei　 
Property　U．K．　Limited、Meijiseimei　 

Inc． 

Pacific

Meijiseimei　Realty（USA），Inc．、 
Meijiseimei　Properties（USA）， 

平成１２年度 　平成１４年３月３１日まで） 
（平成１３年４月１日から （平成１２年４月１日から 

　平成１３年３月３１日まで） 平成１３年度 
（平成１４年４月１日から 
　平成１５年３月３１日まで） 平成１４年度 
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■注記事項 

１． 

る子会社および保険業法施行令第２条の 
社株式（保険業法第２条第１２項に規定す 
原価法（定額法）、子会社株式及び関連会 
の債券については移動平均法による償却 
原価の算定は移動平均法）、満期保有目的 
買目的有価証券については時価法（売却 
している有価証券を含む）の評価は、売 
金銭の信託において信託財産として運用 
債権のうち有価証券に準じるものおよび 
　有価証券（現金及び預貯金・買入金銭 
よび評価方法は次のとおりであります。 

１．親会社の保有する有価証券の評価基準お 

その他有価証券の評価差額については、 
による原価法によっております。なお、 
れ以外の有価証券については移動平均法 
動平均法による償却原価法（定額法）、そ 
公社債（外国債券を含む）については移 
は取得差額が金利調整差額と認められる 
は移動平均法）、時価のないものについて 
価格等に基づく時価法（売却原価の算定 
価のあるものについては３月末日の市場 
による原価法、その他有価証券のうち時 
する株式をいう）については移動平均法 
社を除いたものおよび関連法人等が発行 

全部資本直入法により処理しております。 

２第２項に規定する子法人等のうち子会 

連結貸借対照表関係 

により処理しております。 

うち子会社を除いたものおよび関連法人 

のうち時価のあるものについては時価法、 
時価のないものについては取得差額が金 
利調整差額と認められる公社債（外国債 
券を含む）については移動平均法による 
償却原価法（定額法）、それ以外の有価証 
券については移動平均法による原価法に 
よっております。なお、その他有価証券 
の評価差額については、全部資本直入法 

等が発行する株式をいう）については移 
動平均法による原価法、その他有価証券 

１．親会社の保有する有価証券の評価基準お 
よび評価方法は次のとおりであります。 
　有価証券（現金及び預貯金・買入金銭 
債権のうち有価証券に準じるものおよび 
金銭の信託において信託財産として運用 
している有価証券を含む）の評価は、売 
買目的有価証券については時価法、満期 
保有目的の債券については移動平均法に 
よる償却原価法（定額法）、子会社株式及 
び関連会社株式（保険業法第２条第１３項 
に規定する子会社および保険業法施行令 
第２条の２第２項に規定する子法人等の 

社および保険業法施行令第２条の３第２ 

動平均法による原価法によっております。 

項に規定する子法人等のうち子会社を除 
いたものおよび関連法人等が発行する株 
式をいう）については移動平均法による 
原価法、その他有価証券で時価のあるも 
ののうち株式については３月中の市場価 
格等の平均、それ以外については３月末 
日の市場価格等に基づく時価法（売却原 
価の算定は移動平均法）、時価のないもの 
については取得差額が金利調整差額と認 
められる公社債（外国債券を含む）につ 
いては移動平均法による償却原価法（定 
額法）、それ以外の有価証券については移 

よび評価方法は次のとおりであります。 
　有価証券（現金及び預貯金・買入金銭 
債権のうち有価証券に準じるものおよび 
金銭の信託において信託財産として運用 
している有価証券を含む）の評価は、売 
買目的有価証券については３月末日の市 
場価格等に基づく時価法（売却原価の算 
定は移動平均法）、満期保有目的の債券に 
ついては移動平均法による償却原価法 
（定額法）、子会社株式及び関連会社株式 
（保険業法第２条第１２項に規定する子会 

親会社の保有する有価証券の評価基準お 

果、従来の方法による場合と比べ、有価 
づく時価法へ変更しております。この結 
価法から３月中の市場価格等の平均に基 
評価を３月末日の市場価格等に基づく時 
時価のあるもののうち、株式についての 
　当連結会計年度からその他有価証券で 
ります。 
ては、全部資本直入法により処理してお 
なお、その他有価証券の評価差額につい 

証券が１４，６４５百万円、評価差額が９，３５１ 
百万円増加し、繰延税金資産が５，２９４百 
万円減少しております。 

ります。 

　連結される子会社および 

　連結される子会社および 

結上必要な調整を行ってお 
重要な取引については、連 
連結決算日との間に生じた 
の決算財務諸表を使用し、 
成にあたっては、同日現在 
ります。連結財務諸表の作 
社の決算日は１２月３１日であ 
子法人等のうち、在外子会 

おりません。 

おります。 
益処分に基づいて作成して 
結会計年度中に確定した利 
　連結剰余金計算書は、連 

　連結調整勘定は発生して 

価評価法によっております。 
の評価については、全面時 
子法人等の資産および負債 

ります。 

おりません。 

おります。 

３．連結される子会社および子法人 

４．連結される子会社および子法人 

等の事業年度等に関する事項 

する事項 

項 

る事項 

５．連結調整勘定の償却に関する事 

６．利益処分項目等の取扱いに関す 

等の資産および負債の評価に関 

　連結される子会社および 

子法人等の資産および負債 

結会計年度中に確定した利 
益処分に基づいて作成して 
おります。 

おりません。 
　連結調整勘定は発生して 

　連結剰余金計算書は、連 

の評価については、全面時 
価評価法によっております。 

　　連結される子会社および 

連結決算日との間に生じた 
重要な取引については、連 
結上必要な調整を行ってお 
ります。 

子法人等のうち、在外子会 
社の決算日は１２月３１日であ 
ります。連結財務諸表の作 
成にあたっては、同日現在 
の決算財務諸表を使用し、 

子法人等のうち、在外子会 
社の決算日は１２月３１日であ 
ります。連結財務諸表の作 
成にあたっては、同日現在 
の決算財務諸表を使用し、 
連結決算日との間に生じた 
重要な取引については、連 
結上必要な調整を行ってお 

　連結される子会社および 

の評価については、全面時 
価評価法によっております。 

　連結調整勘定は発生して 

　連結剰余金計算書は、連 
結会計年度中に確定した利 
益処分に基づいて作成して 

子法人等の資産および負債 

　連結される子会社および 

　平成１４年３月３１日まで） 
（平成１３年４月１日から 平成１２年度 　平成１３年３月３１日まで） 

（平成１２年４月１日から 平成１３年度 （平成１４年４月１日から 
　平成１５年３月３１日まで） 平成１４年度 

平成１２年度 （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在） 平成１３年度 （平成１５年３月３１日現在） 平成１４年度 
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ております。 

月３１日 

方法 

なお、評価差額については、評価差額に 

として資本の部に計上しております。 
を控除した金額を「土地再評価差額金」 
金負債」として負債の部に計上し、これ 
係る税金相当額を「再評価に係る繰延税 

事業用の土地の再評価を行っております。 
成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、 

（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号） 
　土地の再評価に関する法律施行令 

ります。 

規定により公示された価格」に奥行補 
正等の合理的な調整を行って算定 
同法律第１０条に定める再評価を行った事 
業用土地の当連結会計年度末における時 
価の合計額と当該事業用土地の再評価後 
の帳簿価額の合計額との差額 

償却の方法は、建物については定額法に 
より、動産については定率法によってお 

会社株式は除く）は、決算日の為替相場 

社株式及び関連会社株式は、取得時の為 
により円換算しております。なお、子会 

△６２，７８３百万円 

第２条第１号に定める「地価公示法の 

ております。 

月３１日 

方法 

（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号） 
　土地の再評価に関する法律施行令 

３．親会社は土地の再評価に関する法律（平 
成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、 
事業用の土地の再評価を行っております。 

係る税金相当額を「再評価に係る繰延税 
金負債」として負債の部に計上し、これ 
を控除した金額を「再評価差額金」とし 
て資本の部に計上しております。 

　　　再評価を行った年月日　　平成１２年３ 

　　　同法律第３条第３項に定める再評価の 

なお、評価差額については、評価差額に 

△４８，５６７百万円 

ります。 

規定により公示された価格」に奥行補 
正等の合理的な調整を行って算定 

同法律第１０条に定める再評価を行った事 
業用土地の当連結会計年度末における時 
価の合計額と当該事業用土地の再評価後 
の帳簿価額の合計額との差額 

４．親会社の保有する不動産及び動産の減価 
償却の方法は、建物については定額法に 
より、動産については定率法によってお 

５．外貨建資産・負債（子会社株式及び関連 
会社株式は除く）は、決算日の為替相場 

社株式及び関連会社株式は、取得時の為 
により円換算しております。なお、子会 

第２条第１号に定める「地価公示法の 

４．親会社の保有する不動産及び動産の減価 

５．外貨建資産・負債（子会社株式及び関連 

　　　同法律第３条第３項に定める再評価の 

　　　再評価を行った年月日　　平成１２年３ 

３．親会社は土地の再評価に関する法律（平 

２．デリバティブ取引の評価は時価法によっ ２．デリバティブ取引の評価は時価法によっ 

　月３１日 

方法 

法によっております。 

ります。 

の帳簿価額の合計額との差額 

の合理的な調整を行って算定 

　土地の再評価に関する法律施行令（平 

（子会社株式及び関連会社株式は除く） 
は、決算日の為替相場により円換算して 

業用土地の当連結会計年度末における時 
同法律第１０条に定める再評価を行った事 

価の合計額と当該事業用土地の再評価後 

により公示された価格」に奥行補正等 
条第１号に定める「地価公示法の規定 
成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２ 

貨への換算について、外貨建資産・負債 
５．親会社の採用する外貨建資産等の本邦通 

より、動産については定率法によってお 
償却の方法は、建物については定額法に 

４．親会社の保有する不動産及び動産の減価 
△１９，４３４百万円 

繰延税金負債」として負債の部に計上し、 

き、事業用の土地の再評価を行っており 
成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づ 

　　　同法律第３条第３項に定める再評価の 

　　　再評価を行った年月日　　平成１２年３ 
として資本の部に計上しております。 
これを控除した金額を「再評価差額金」 

差額に係る税金相当額を「再評価に係る 
ます。なお、評価差額については、評価 

３．親会社は土地の再評価に関する法律（平 

２．親会社のデリバティブ取引の評価は時価 

生等、法的・形式的な経営破綻の事実が 
発生している債務者（以下「破綻先」と 
いう）に対する債権および実質的に経営 
破綻に陥っている債務者（以下「実質破 
綻先」という）に対する債権については、 
下記直接減額後の債権額から担保の回収 
可能見込額および保証による回収可能見 
込額を控除し、その残額を計上しており 

基準および償却・引当基準に則り、次の 
とおり計上しております。破産、民事再 

ないが、今後経営破綻に陥る可能性が大 
ます。また、現状、経営破綻の状況には 

計上しております。 

きいと認められる債務者に対する債権に 
ついては、債権額から担保の回収可能見 
込額および保証による回収可能見込額を 
控除し、その残額のうち、債務者の支払 
能力を総合的に判断し必要と認める額を 
計上しております。上記以外の債権につ 

績等から算出した貸倒実績率を債権額に 
乗じた額を計上しております。 
　なお、特定海外債権については、対象 
国の政治経済情勢等に起因して生ずる損 
失見込額を特定海外債権引当勘定として 

　すべての債権は、資産の自己査定基準 

いては、過去の一定期間における貸倒実 

に基づき、関連部署が資産査定を実施し、 

生等、法的・形式的な経営破綻の事実が 
発生している債務者（以下「破綻先」と 
いう）に対する債権および実質的に経営 
破綻に陥っている債務者（以下「実質破 
綻先」という）に対する債権については、 
下記直接減額後の債権額から担保の回収 
可能見込額および保証による回収可能見 
込額を控除し、その残額を計上しており 
ます。また、現状、経営破綻の状況には 
ないが、今後経営破綻に陥る可能性が大 

６．親会社の貸倒引当金は、資産の自己査定 
基準および償却・引当基準に則り、次の 
とおり計上しております。破産、民事再 

きいと認められる債務者に対する債権に 
ついては、債権額から担保の回収可能見 
込額および保証による回収可能見込額を 
控除し、その残額のうち、債務者の支払 
能力を総合的に判断し必要と認める額を 
計上しております。上記以外の債権につ 

績等から算出した貸倒実績率を債権額に 
乗じた額を計上しております。 
　なお、特定海外債権については、対象 
国の政治経済情勢等に起因して生ずる損 
失見込額を特定海外債権引当勘定として 

　すべての債権は、資産の自己査定基準 
に基づき、関連部署が資産査定を実施し、 

いては、過去の一定期間における貸倒実 

計上しております。 

６．親会社の貸倒引当金は、資産の自己査定 

円であります。 

定結果を監査しており、その査定結果に 
基づいて上記の引当を行っております。 
　なお、破綻先および実質破綻先に対す 
る担保・保証付債権等については、債権 
額から担保の評価額および保証等による 
回収が可能と認められる額を控除した残 

接減額しており、その金額は２１，２６７百万 
額を取立不能見込額として債権額から直 

万円であります。 

定結果を監査しており、その査定結果に 
基づいて上記の引当を行っております。 
　なお、破綻先および実質破綻先に対す 
る担保・保証付貸付金等については、債 
権額から担保の評価額および保証等によ 
る回収が可能と認められる額を控除した 

直接減額しており、その金額は２３，１３０百 
残額を取立不能見込額として債権額から 

当該部署から独立した資産監査部署が査 当該部署から独立した資産監査部署が査 

算しております。 

上しております。 

は２８，４５３百万円であります。 

生等、法的・形式的な経営破綻の事実が 

いては、債権額から担保の評価額および 

債権額から直接減額しており、その金額 
を控除した残額を取立不能見込額として 
保証等による回収が可能と認められる額 

ます。上記以外の債権については、過去 

綻先に対する担保・保証付貸付金等につ 
　　　なお、親会社は、破綻先および実質破 
基づいて上記の引当を行っております。 
定結果を監査しており、その査定結果に 
当該部署から独立した資産監査部署が査 
に基づき、関連部署が資産査定を実施し、 

　　　すべての債権は、資産の自己査定基準 
備金を含む）として計上しております。 
特別措置法第５５条の２の海外投資等損失準 
失見込額を特定海外債権引当勘定（租税 
国の政治経済情勢等に起因して生ずる損 

　　　なお、特定海外債権については、対象 

した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計 
の一定期間における貸倒実績等から算出 

に判断し必要と認める額を計上しており 
残額のうち、債務者の支払能力を総合的 
証による回収可能見込額を控除し、その 
権額から担保の回収可能見込額および保 
先」という）に対する債権については、債 
きいと認められる債務者（以下「破綻懸念 
ないが、今後経営破綻に陥る可能性が大 
ます。また、現状、経営破綻の状況には 
込額を控除し、その残額を計上しており 
可能見込額および保証による回収可能見 
下記直接減額後の債権額から担保の回収 
綻先」という）に対する債権については、 
破綻に陥っている債務者（以下「実質破 
いう）に対する債権および実質的に経営 
発生している債務者（以下「破綻先」と 

とおり計上しております。破産、民事再 
基準および償却・引当基準に則り、次の 

６．親会社の貸倒引当金は、資産の自己査定 

社株式は、取得時の為替相場により円換 
替相場により円換算しております。 おります。なお、子会社株式及び関連会 替相場により円換算しております。 

平成１２年度 （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在） 平成１３年度 （平成１５年３月３１日現在） 平成１４年度 
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おります。 

ものであります。 
９．偶発損失引当金は、商法第２８７条の２の規 

共同債権買取機構へ売却した債権に係る 
の規定に基づく引当金であり、株式会社 

８．債権売却損失引当金は、商法第２８７条の２ 

議会）に基づき、当連結会計年度末にお 
いて発生したと認められる額を計上して 

備えるため、退職給付に係る会計基準 

る意見書」平成１０年６月１６日企業会計審 
（「退職給付に係る会計基準の設定に関す 

ております。 

審議会　平成１１年１月２２日）に従い、主 
計基準の設定に関する意見書」（企業会計 

１２．ヘッジ会計の方法は、「金融商品に係る会 
計処理によっております。 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会 
のファイナンス・リース取引について、 
が借主に移転すると認められるもの以外 
および子法人等は、リース物件の所有権 

１１．親会社ならびに国内の連結される子会社 
により算出した額を計上しております。 
格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定 

１０．親会社および明治損害保険株式会社の価 

見積もり、必要と認められる額を計上し 
に伴い将来発生する可能性のある損失を 
定に基づく引当金であり、債権流動化等 

す。 

ものであります。 

上しております。 

計処理によっております。 

８．親会社は当連結会計年度より、従来の退 

１０．親会社および明治損害保険株式会社の価 
格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定 
により算出した額を計上しております。 

１１．親会社ならびに国内の連結される子会社 
および子法人等は、リース物件の所有権 
が借主に移転すると認められるもの以外 
のファイナンス・リース取引について、 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会 

１２．親会社のヘッジ会計の方法は、「金融商品 
に係る会計基準の設定に関する意見書」 
（企業会計審議会　平成１１年１月２２日） 

９．債権売却損失引当金は、商法第２８７条の２ 
の規定に基づく引当金であり、株式会社 
共同債権買取機構へ売却した債権に係る 

職給与引当金および退職年金引当金は、 
退職給付引当金に含めて計上しておりま 

職給付に備えるため、退職給付に係る会 

末において発生したと認められる額を計 
会計審議会）に基づき、当連結会計年度 
に関する意見書」平成１０年６月１６日企業 
計基準（「退職給付に係る会計基準の設定 

７．親会社の退職給付引当金は、従業員の退 ７．退職給付引当金は、従業員の退職給付に ７．退職給付引当金は、従業員の退職給付に 

（「退職給付に係る会計基準の設定に関す 
る意見書」平成１０年６月１６日企業会計審 

備えるため、退職給付に係る会計基準 

いて発生したと認められる額を計上して 
議会）に基づき、当連結会計年度末にお 

おります。 

定に基づく引当金であり、債権流動化・ 

により算出した額を計上しております。 
格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定 

１０．親会社および明治損害保険株式会社の価 

能性のある損失を見積もり、必要と認め 
不動産先渡契約等に関し将来発生する可 

審議会　平成１１年１月２２日）に従い、主 
計基準の設定に関する意見書」（企業会計 

１２．ヘッジ会計の方法は、「金融商品に係る会 
計処理によっております。 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会 
のファイナンス・リース取引について、 
が借主に移転すると認められるもの以外 
および子法人等は、リース物件の所有権 

１１．親会社ならびに国内の連結される子会社 

られる額を計上しております。 

９．偶発損失引当金は、商法第２８７条の２の規 

共同債権買取機構へ売却した債権に係る 
の規定に基づく引当金であり、株式会社 

８．債権売却損失引当金は、商法第２８７条の２ 

ものであります。 

約については、平準純保険料式 

は、内閣総理大臣が定める方式（平 
成８年大蔵省告示第４８号） 

います。 

約については、平準純保険料式 

ッジとして時価ヘッジを行っております。 

較する比較分析によっております。 
ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比 
　なお、時価ヘッジの有効性の判定には、 

１３．親会社の責任準備金は、保険業法第１１６条 
の規定に基づく準備金であり、保険料積 
立金については次の方式により計算して 

　　　　標準責任準備金の対象契約について （ １ ） 
は内閣総理大臣が定める方式（平成 
８年大蔵省告示第４８号） 

　　　　標準責任準備金の対象とならない契 （ ２ ） 

行い、外貨建債券の為替変動リスクのヘ 
ヘッジとして金利スワップの特例処理を 

上しております。 

ります。 

１４．親会社の危険準備積立金は、保険業法施 
行規則附則第１１条第２項の規定により計 

１５．親会社の消費税および地方消費税の会計 
処理は、税抜方式によっております。た 
だし、資産に係る控除対象外消費税等の 
うち、税法に定める繰延消費税等につい 
ては、前払費用に計上し５年間で均等償 
却し、繰延消費税等以外のものについて 
は、発生連結会計年度に費用処理してお 

１６．自社利用のソフトウェアの減価償却の方 
法は、利用可能期間に基づく定額法によ 
り行っております。 

　　約については、平準純保険料式 

おります。 

　　８年大蔵省告示第４８号） 

特例処理を行っております。 

上しております。 

り行っております。 

１４．親会社の危険準備積立金は、保険業法施 

処理は、税抜方式によっております。た 
だし、資産に係る控除対象外消費税等の 

１５．親会社の消費税および地方消費税の会計 

１６．自社利用のソフトウェアの減価償却の方 
法は、利用可能期間に基づく定額法によ 

ては、前払費用に計上し５年間で均等償 

は、発生年度に費用処理しております。 
却し、繰延消費税等以外のものについて 

うち、税法に定める繰延消費税等につい 

行規則附則第１１条第２項の規定により計 

１３．親会社の責任準備金は、保険業法第１１６条 

　　　　標準責任準備金の対象とならない契 （ ２ ） 

　　　　標準責任準備金の対象契約について （ １ ） 
　　は内閣総理大臣が定める方式（平成 

立金については次の方式により計算して 
の規定に基づく準備金であり、保険料積 

ュフローのヘッジとして金利スワップの 

ッジとして時価ヘッジを行っております。 

較する比較分析によっております。 
ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比 
　なお、時価ヘッジの有効性の判定には、 

行い、外貨建債券の為替変動リスクのヘ 
ヘッジとして金利スワップの特例処理を 

１４．親会社の消費税および地方消費税の会計 
処理は、税抜方式によっております。た 
だし、資産に係る控除対象外消費税等の 
うち、税法に定める繰延消費税等につい 
ては、前払費用に計上し５年間で均等償 
却し、繰延消費税等以外のものについて 
は、発生連結会計年度に費用処理してお 

１５．自社利用のソフトウェアの減価償却の方 
法は、利用可能期間に基づく定額法によ 
り行っております。 

ります。 

の規定に基づく準備金であり、保険料積 
立金については次の方式により計算して 

　　　　標準責任準備金の対象契約について （ １ ） 

　　　　標準責任準備金の対象とならない契 （ ２ ） 

１３．親会社の責任準備金は、保険業法第１１６条 

います。 

示方法を変更しております。 
改正されたことに伴い、以下のとおり表 
成１５年４月２４日内閣府令第５３号）により 
施行規則の一部を改正する内閣府令」（平 

１６．保険業法施行規則別紙様式が、「保険業法 

　　ていた「再評価差額金」は、当連結 
　　会計年度からは「土地再評価差額金」 
　　として表示しております。 
　　前連結会計年度において区分掲記し （ ２ ） 
　　ていた「評価差額金」は、当連結会 

　　前連結会計年度において区分掲記し （ １ ） 

　　として表示しております。 
　　計年度からは「株式等評価差額金」 

に従い、主に、貸付金に対するキャッシ に、貸付金に対するキャッシュフローの に、貸付金に対するキャッシュフローの 

平成１２年度 （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在） 平成１３年度 （平成１５年３月３１日現在） 平成１４年度 
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ます。 
　　なお、破綻先債権とは、元金または利 
息の支払の遅延が相当期間継続している 
ことその他の事由により元金または利息 
の取立てまたは弁済の見込みがないもの 
として未収利息を計上しなかった貸付金 
（貸倒償却を行った部分を除く。以下 
「未収利息不計上貸付金」という）のう 
ち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７ 
号）第９６条第１項第３号のイからホまで 

よび貸付条件緩和債権の額は、２９，０１８百 
万円であります。なお、それぞれの内訳 
は以下のとおりであります。 
　貸付金のうち、破綻先債権額は１，２５１百 
万円、延滞債権額は１６，４８４百万円であり 

外の貸付金であります。 
　貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は 
１１，２８２百万円であります。 
　なお、貸付条件緩和債権とは、債務者 
の経営再建または支援を図ることを目的 
として、金利の減免、利息の支払猶予、 
元金の返済猶予、債権放棄その他債務者 
に有利となる取決めを行ったもので、破 
綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延 
滞債権に該当しない貸付金であります。 

る事由が生じている貸付金であります。 
　また、延滞債権とは、未収利息不計上 
貸付金であって、破綻先債権および債務 
者の経営再建または支援を図ることを目 
的として利息の支払を猶予した貸付金以 

に掲げる事由または同項第４号に規定す に掲げる事由または同項第４号に規定す 

的として利息の支払を猶予した貸付金以 
者の経営再建または支援を図ることを目 
貸付金であって、破綻先債権および債務 
　また、延滞債権とは、未収利息不計上 
る事由が生じている貸付金であります。 

滞債権に該当しない貸付金であります。 
綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延 
に有利となる取決めを行ったもので、破 
元金の返済猶予、債権放棄その他債務者 
として、金利の減免、利息の支払猶予、 
の経営再建または支援を図ることを目的 
　なお、貸付条件緩和債権とは、債務者 
１０，１５９百万円であります。 
　貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は 
外の貸付金であります。 

万円、延滞債権額は９，８６５百万円であり 
　貸付金のうち、破綻先債権額は１，８２７百 
は以下のとおりであります。 
万円であります。なお、それぞれの内訳 
よび貸付条件緩和債権の額は、２１，８５３百 

号）第９６条第１項第３号のイからホまで 
ち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７ 
「未収利息不計上貸付金」という）のう 
（貸倒償却を行った部分を除く。以下 
として未収利息を計上しなかった貸付金 
の取立てまたは弁済の見込みがないもの 
ことその他の事由により元本または利息 
息の支払の遅延が相当期間継続している 
　　なお、破綻先債権とは、元本または利 
ます。 

１７．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権お １７．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権お 

ます。 

であります。 

万円であります。 

　　　貸付金のうち、破綻先債権額は３，３３６百 

　　　なお、それぞれの内訳は以下のとおり 

よび貸付条件緩和債権の額は、４４，１５９百 

ち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７ 

ことその他の事由により元金または利息 
息の支払の遅延が相当期間継続している 

　　　なお、破綻先債権とは、元金または利 

「未収利息不計上貸付金」という）のう 
（貸倒償却を行った部分を除く。以下 
として未収利息を計上しなかった貸付金 
の取立てまたは弁済の見込みがないもの 

万円、延滞債権額は１８，２３２百万円であり 

的として利息の支払を猶予した貸付金以 

の経営再建または支援を図ることを目的 
として、金利の減免、利息の支払猶予、 
元金の返済猶予、債権放棄その他債務者 
に有利となる取決めを行ったもので、破 

２２，５８９百万円であります。 
　　　なお、貸付条件緩和債権とは、債務者 

綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延 

　　　貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は 
外の貸付金であります。 

に掲げる事由または同項第４号に規定す 
る事由が生じている貸付金であります。 

者の経営再建または支援を図ることを目 
貸付金であって、破綻先債権および債務 
　また、延滞債権とは、未収利息不計上 

号）第９６条第１項第３号のイからホまで 

１７．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権お 

　４３８，０８７百万円 

ます。 

１８．不動産及び動産の減価償却累計額は 
３５９，１９４百万円であります。 

１９．保険業法第１１８条の規定による特別勘定の 
資産の額は、８３２，１６５百万円であります。 
　なお、同勘定の負債の額も同額であり 

２０．保険業法第５５条第２項第６号に規定する 
純資産の額は、３３６，０１０百万円であります。 

２１．明治損害保険株式会社の保険業法第１１３条 
繰延資産の金額は、定款の規定に基づき 
毎連結会計年度その一部を償却しており 
ましたが、当連結会計年度においてはそ 

額は、破綻先債権額は１５，３９５百万円、延 
滞債権額は７，７３４百万円であります。 

　４８６，４７７百万円 

おります。 

ております。 

辺機器等があります。 

であります。 

の全額を一括して償却する方法に変更し 

　　　前連結会計年度連結剰余金よりの繰入 

　　　前連結会計年度末現在高 

２３．社員配当準備金の異動状況は次のとおり 

要な動産として電子計算機およびその周 
ほか、リース契約により使用している重 

２２．貸借対照表に計上した不動産及び動産の 

調整前当期純剰余は３，５２１百万円減少して 
比べ、経常利益は８８０百万円増加、税金等 
　この結果、従来の方法によった場合に 

滞債権額は３，２３３百万円であります。 
額は、破綻先債権額は１８，０３３百万円、延 

純資産の額は、１２０，９２２百万円であります。 
２０．保険業法第５５条第２項第６号に規定する 

　なお、同勘定の負債の額も同額であり 
資産の額は、６５２，９０５百万円であります。 

１９．保険業法第１１８条の規定による特別勘定の 
３６５，８９４百万円であります。 

１８．不動産及び動産の減価償却累計額は 

ます。 

　　　前連結会計年度末現在高 

辺機器等があります。 

であります。 

　　　前連結会計年度連結剰余金よりの繰入 

２２．社員配当準備金の異動状況は次のとおり 

要な動産として電子計算機およびその周 
ほか、リース契約により使用している重 

２１．貸借対照表に計上した不動産及び動産の 

３５６，２９８百万円 ４３８，０８７百万円 

ります。 

す。 

百万ユーロ） 

　　　当連結会計年度社員配当金支払額 

２４．外貨建資産の額は、１，７２５，４２４百万円であ 

（主な外貨額　８，２１９百万米ドル、３，９９０ 

外貨建負債の額は、２，５６６百万円でありま 

（主な外貨額　１２百万米ドル） 

　　　当連結会計年度末現在高　 
　　　利息による増加　　　　　１，２５０百万円 
　　　　　　　　　　　　　１２９，０４０百万円 

　　　当連結会計年度社員配当金支払額 

　　　当連結会計年度末現在高　 
　　　利息による増加　　　　　　５５４百万円 
　　　　　　　　　　　　　１１０，８６４百万円 

ます。 
（主な外貨額　３１０百万米ドル） 

百万ユーロ） 

ります。 
（主な外貨額　７，６４０百万米ドル、２，８１６ 

外貨建負債の額は、４７，３１６百万円であり 

２３．外貨建資産の額は、１，４０７，５７８百万円であ 

　　　額　　　　　　　　　　　７９，３９９百万円 　　　額　　　　　　　　　　　２８，５２０百万円 

ます。 

１８．不動産及び動産の減価償却累計額は 

１９．保険業法第１１８条の規定による特別勘定の 

２１．明治損害保険株式会社の保険業法第１１３ 
条第１項前段の規定により資産の部に計 
上した金額は４，４０１百万円であります。 

　　　なお、同勘定の負債の額も同額であり 

２０．保険業法第５５条第２項第６号に規定する 

３４７，４４７百万円であります。 

　　　上記６．の直接減額による取立不能見込 
額は、破綻先債権額は１１，７４９百万円、延 
滞債権額は１６，７０３百万円であります。 

　５２５，３９０百万円 

であります。 

２２．貸借対照表に計上した不動産及び動産の 

　　　前連結会計年度連結剰余金よりの繰入 

　　　前連結会計年度末現在高 

２３．社員配当準備金の異動状況は次のとおり 
辺機器等があります。 
要な動産として電子計算機およびその周 
ほか、リース契約により使用している重 

４８６，４７７百万円 

　　万米ドル） 

　　　当連結会計年度社員配当金支払額 

であります。 

　（主な外貨額　４，０３０百万ユーロ、３，５５０百 

　　　親会社の外貨建負債の額は、２，７９３百万円 

　（主な外貨額　２０百万米ドル） 

　　万円であります。 
２４．親会社の外貨建資産の額は、１，０７０，６９６百 

　　　　　　　　　　　　　１６１，９０３百万円 
　　　利息による増加　　　　　２，２３８百万円 
　　　当連結会計年度末現在高　 

　　　　　　　　　　　　　　１２０，７５２百万円 　　　額 

純資産の額は、４７１，２６７百万円であります。 

資産の額は、１，０６８，９９０百万円であります。 

滞債権に該当しない貸付金であります。 　上記６．の直接減額による取立不能見込 　上記６．の直接減額による取立不能見込 

平成１２年度 （平成１３年３月３１日現在） 平成１４年度 （平成１４年３月３１日現在） 平成１３年度 （平成１５年３月３１日現在） 
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円であります。 

証券（現金担保付債券貸借取引による有 
価証券を含む）の貸借対照表価額は、 
５３０，０４５百万円であります。 

６０，０００百万円新たに募集いたしました。 

あります。 

おける今後の負担見積額は３９，１６１百万円 

等の融資未実行残高は、２２，０７１百万円で 

備等に関する法律附則第１４０条第５項の規 
定に基づき保険契約者保護機構が承継し 
た旧保険契約者保護基金に対する当連結 
会計年度末における今後の負担見積額は 
８，８００百万円であります。 
　なお、当該負担金は拠出した年度の事 
業費として処理しております。 

者保護機構に対する当連結会計年度末に 

保険業法第６０条の規定により基金を 

円であります。 
２６．担保に供されている資産は、５１，０４６百万 

２７．消費貸借契約により貸し付けている有価 
証券（現金担保付債券貸借取引による有 
価証券を含む）の貸借対照表価額は、 
６０５，８２５百万円であります。 

２５．基金の償却額は２０，０００百万円であります。 

あります。 
等の融資未実行残高は、６５，４０８百万円で 

２９．金融システム改革のための関係法律の整 
備等に関する法律附則第１４０条第５項の規 
定に基づき保険契約者保護機構が承継し 
た旧保険契約者保護基金に対する当連結 
会計年度末における今後の負担見積額は 
１０，６０４百万円であります。 
　なお、当該負担金は拠出した年度の事 
業費として処理しております。 

３０．保険業法第２５９条の規定に基づく保険契約 
者保護機構に対する当連結会計年度末に 
おける今後の負担見積額は３６，５０３百万円 

２８．貸付金に係るコミットメントライン契約 

た。 

あります。 

円であります。 

す。 

百万円であります。 

業費として処理しております。 

８０９，４２９百万円であります。 

イン契約等の融資未実行残高は、１０，２７２ 

５項の規定に基づき保険契約者保護機構 

年度末における親会社の今後の負担見積 
保険契約者保護機構に対する当連結会計 

３１．親会社の保険業法第２５９条の規定に基づく 

　　　なお、当該負担金は拠出した年度の事 

後の負担見積額は１２，２９１百万円でありま 
る当連結会計年度末における親会社の今 
が承継した旧保険契約者保護基金に対す 

法律の整備等に関する法律附則第１４０条第 
３０．親会社の金融システム改革のための関係 

２７．担保に供されている資産は、６２，８６８百万 

２９．親会社の貸付金に係るコミットメントラ 

価証券を含む）の貸借対照表価額は、 
証券（現金担保付債券貸借取引による有 
消費貸借契約により貸し付けている有価 
券」中の株式に計上しております。なお、 
ましたが、当連結会計年度より「有価証 
証券」中の貸付有価証券に計上しており 
による有価証券を除く）は、従来「有価 
いる有価証券（現金担保付債券貸借取引 

２８．親会社の消費貸借契約により貸し付けて 

金を４０，０００百万円新たに募集いたしまし 

２６．親会社の基金の償却額は２０，０００百万円で 

２５．親会社は保険業法第６０条の規定により基 

２８．貸付金に係るコミットメントライン契約 

２９．金融システム改革のための関係法律の整 

３０．保険業法第２５９条の規定に基づく保険契約 

２５．基金の償却額は２０，０００百万円であります。 

２６．担保に供されている資産は、９３，１７７百万 

２７．消費貸借契約により貸し付けている有価 

２４． 

４３，９４３百万円 

７９，４５０百万円 

であります。 

　なお、当該負担金は拠出した年度の事 
業費として処理しております。 

未認識数理計算上の差異 

３．０％ 
０．０％ 

退職給付引当金（トーチ） 

適格退職年金 

あります。 

退職給付信託 

退職給付見込額の期間配分方法　期間定額基準 

繰延税金負債の総額は、８４，４１５百万円で 

△　４１，６８３百万円 

△　６３，１０５百万円 

あります。 

あります。 

は、有価証券評価損１１２，０３４百万円、保 

当金６１，８３４百万円、価格変動準備金２６，１２４ 
百万円および貸倒引当金９，３４２百万円で 

　繰延税金負債の発生の主なものは、そ 
の他有価証券の評価差額７４，０６５百万円で 

険契約準備金９７，５９８百万円、退職給付引 

は３６．１５％であり、法定実効税率と税効果 
　当連結会計年度における法定実効税率 

会計適用後の法人税等の負担率との間の 

かる△２９．５５％であります。 
差異の主な内訳は、社員配当準備金にか 

　繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

であります。 

業費として処理しております。 
３１．退職給付債務に関する事項は次のとおり 

　　ロ．年金資産　　　　　　　　　１１２，５１２百万円 

　　ホ．未認識数理計算上の差異８，６４１百万円 
　　　　　　　　　　　　　　４１，３５５百万円 
　　ニ．会計基準変更時差異の未処理額 
　　　　　　　　　　　　△　１６９，９９９百万円 
　　ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 

　　イ．退職給付債務　　　△　２８２，５１１百万円 
　　　退職給付債務およびその内訳 （ １ ） 

　なお、当該負担金は拠出した年度の事 

　　ヘ．未認識過去勤務債務　△　１，８４４百万円 
　　ト．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ 
　　　　ヘ）　　　　　　　△　１２１，８４７百万円 

　　イ． 

あります。 
繰延税金負債の総額は、２０１，９５２百万円で 

３２．繰延税金資産の総額は、２８９，７８４百万円、 

　　ハ．期待運用収益率　　　　　　　３．０％ 
　　ニ．会計基準変更時差異の処理年数　５年 

　　　退職給付債務等の計算基礎 （ ２ ） 
退職給付見込額の期間配分方法　期間定額基準 

　　ロ．割引率　　　　　　　　　　　３．０％ 

　　ヘ．過去勤務債務の額の処理年数　　１０年 
　　ホ．数理計算上の差異の処理年数　　１０年 

　　チ．前払年金費用　　　　　２２，２８４百万円 
　　リ．退職給付引当金　　△　１４４，１３１百万円 

業費として処理しております。 

　　　退職給付債務およびその内訳 （ １ ） 

　　ニ．会計基準変更時差異の未処理額 

　　ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 

のとおりであります。 

　　イ． 

あります。 

　　　退職給付債務等の計算基礎 （ ２ ） 

３２．親会社の退職給付債務に関する事項は次 

　　ホ．未認識数理計算上の差異３，５５１百万円 
　　　　　　　　　　　　　　５５，００５百万円 

　　　　　　　　　　　　△　１８３，２４１百万円 

　　ロ．年金資産　　　　　　　　　１０５，５２２百万円 
　　イ．退職給付債務　　　△　２８８，７６３百万円 

　　　なお、当該負担金は拠出した年度の事 

　　ヘ．未認識過去勤務債務　△　２，０６８百万円 

　　ハ．期待運用収益率　　　　　　　３．０％ 
　　ニ．会計基準変更時差異の処理年数　５年 

　　ヘ．過去勤務債務の額の処理年数　　１０年 

３３．繰延税金資産の総額は、２３８，４３４百万円、 
繰延税金負債の総額は、２７６，２２３百万円で 

　　ホ．数理計算上の差異の処理年数　　１０年 

　　ト．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ 
　　　　ヘ）　　　　　　　△　１２６，７５１百万円 
　　チ．前払年金費用　　　　　１２，９５７百万円 
　　リ．退職給付引当金　　△　１３９，７０９百万円 

退職給付見込額の期間配分方法　期間定額基準 
　　ロ．割引率　　　　　　　　　　　３．０％ 

あります。 

あります。 

は、保険契約準備金９９，７９０百万円、有価 

の他有価証券の評価差額１９２，５６４百万円で 
　繰延税金負債の発生の主なものは、そ 

百万円および貸倒引当金１５，９２７百万円で 
金４０，７６１百万円、価格変動準備金２５，２０８ 
証券評価損８２，０９３百万円、退職給付引当 

あります。 

あります。 

　繰延税金負債の発生の主なものは、そ 

給付引当金４０，６３５百万円、価格変動準備 
金３２，５７１百万円、有価証券評価損１９，８５５ 
百万円および貸倒引当金１８，４６３百万円で 

の他有価証券の評価差額２７３，０６３百万円で 

実効税率は３６．１５％であり、法定実効税率 
と税効果会計適用後の法人税等の負担率 

税務上損金と認められる剰余金処分によ 
４８．６０％（税金等調整前当期純剰余から、 

　　　当連結会計年度における親会社の法定 

は、保険契約準備金１０３，７７３百万円、退職 
　繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 　繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

３１．退職給付債務に関する事項は次のとおり 

　　ロ．年金資産　　　　　　　　　１８２，２００百万円 

　　ホ． 
　　　　　　　　　　　　　　２７，５０６百万円 
　　ニ．会計基準変更時差異の未処理額 
　　　　　　　　　　　　△　１１１，５１２百万円 
　　ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 

　　イ．退職給付債務　　　△　２９３，７１２百万円 
　　　退職給付債務およびその内訳 （ １ ） 

　　　　　うち退職給付信託 

　　ホ．数理計算上の差異の処理年数　　１０年 
　　ヘ．過去勤務債務の額の処理年数　　１０年 

　　ロ．割引率　　　　　　　　　　　２．０％ 

　　　退職給付債務等の計算基礎 （ ２ ） 

　　ニ．会計基準変更時差異の処理年数　５年 

　　ハ．期待運用収益率　　　　　　　 

３２．繰延税金資産の総額は、３３４，８６５百万円、 

　　　　ヘ）　　　　　　　 
　　チ．前払年金費用　　　　　２１，４２２百万円 
　　リ． 

　　イ． 

　　ト．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ 
　　ヘ．未認識過去勤務債務　△　１，６２０百万円 

額は４０，５４７百万円であります。 であります。 であります。 

平成１２年度 （平成１３年３月３１日現在） 平成１３年度 （平成１４年３月３１日現在） （平成１５年３月３１日現在） 平成１４年度 
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す。 

金等の税効果）４．３０％、交際費等永久に 
損金算入されない項目３．３６％等でありま 

の方法、デリバティブ取引の評価の方法 
計審議会）を適用し、有価証券等の評価 
関する意見書」平成１１年１月２２日企業会 
基準（「金融商品に係る会計基準の設定に 

１．当連結会計年度から金融商品に係る会計 

連結損益計算書関係 

を基に計算しております。）との間の差異 
の主な内訳は、評価性引当額（繰越欠損 

しております。 

しております。 

等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理 
３．当連結会計年度から改訂後の外貨建取引 
れ増加しております。 
調整前当期純剰余が８，７７１百万円、それぞ 
比べ、経常利益が２２，５４１百万円、税金等 

　　　この結果、従来の方法によった場合と 
計審議会）を適用しております。 
関する意見書」平成１０年６月１６日企業会 
基準（「退職給付に係る会計基準の設定に 

２．当連結会計年度から退職給付に係る会計 

調整前当期純剰余も同額、それぞれ増加 
比べ、経常利益が１７９，９０２百万円、税金等 

　　　この結果、従来の方法によった場合と 

およびヘッジ会計の評価の方法等を変更 

る社員配当準備金繰入額を控除した金額 

りです。 
　　イ．勤務費用　　　　　　　９，０１８百万円 

あります。なお、その内訳は以下のとお 
１．退職給付費用の総額は、２９，４５５百万円で 

りです。 
　　イ．勤務費用　　　　　　　８，５６９百万円 

１．退職給付費用の総額は、３２，６７２百万円で 
あります。なお、その内訳は以下のとお 

２． 
　　ト．その他　　　　　　　　　４４３百万円 
　　　　　　　　　　　　　　△　２２３百万円 

　　　　　　　　　　　　　　１３，７５３百万円 
　　ホ．数理計算上の差異の費用処理額 

　　ヘ．過去勤務債務の費用処理額 
　　　　　　　　　　　　　　１，００１百万円 

　　ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 
　　ハ．期待運用収益　　　　△　３，１６６百万円 　　ハ．期待運用収益　　　　△　３，３７２百万円 

　　ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 

　　　　　　　　　　　　　　５，０２８百万円 
　　ヘ．過去勤務債務の費用処理額 

　　ホ．数理計算上の差異の費用処理額 
　　　　　　　　　　　　　　１３，７５３百万円 

　　　　　　　　　　　　　　△　２２３百万円 
　　ト．その他　　　　　　　　　４９５百万円 

費用１，５８１百万円であります。 
信託設定損５６，０８９百万円および合併関連 
その他特別損失の主な内訳は、退職給付 

　　ロ．利息費用　　　　　　　８，６２８百万円 　　ロ．利息費用　　　　　　　８，４２１百万円 

す。 

　　　この結果、従来の方法によった場合と 

ております。 

法施行規則の改正により損益計算書の作 
日企業会計審議会）の適用に伴う保険業 
の設定に関する意見書」平成１１年１月２２ 
係る会計基準（「金融商品に係る会計基準 

４．親会社は当連結会計年度から金融商品に 

整前当期純剰余も同額、それぞれ増加し 
比べ、経常利益が１，５３１百万円、税金等調 

が、その主な内容は次のとおりでありま 
成に関して記載方法を変更いたしました 

日）を適用しております。 

　　　　従来、「有価証券償還損益」として表 （ １ ） 
　示しておりました公社債に係る金利調 

　た。 

　ました。 

下のとおりです。 
　　イ．勤務費用　　　　　　　８，８２０百万円 

　係る収益・費用を「特別勘定資産運用 
　損」といたしました。 

５．親会社の退職給付費用の総額は、２８，８０９ 
百万円であります。なお、その内訳は以 

　　　科目に含まれておりました特別勘定に 
　　　　従来、資産運用収益、資産運用費用 （ ４ ） 

　は「金融派生商品費用」といたしまし 
　　　　デリバティブ取引に係る収益・費用 （ ３ ） 

　費用を「金銭の信託運用損」といたし 
　　　　金銭の信託から生じる全ての収益・ （ ２ ） 
　含めて計上しております。 
　整差額を「利息及び配当金等収入」に 

　　　　　　　　　　　　　　１３，７５１百万円 
　　ホ．数理計算上の差異の費用処理額 
　　　　　　　　　　　　　　　３９４百万円 
　　ヘ．過去勤務債務の費用処理額 
　　　　　　　　　　　　　　△　１６７百万円 

　　ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 
　　ハ．期待運用収益　　　　△　２，８５１百万円 
　　ロ．利息費用　　　　　　　８，８６２百万円 

基準」企業会計審議会　平成１１年１０月２２ 

平成１２年度 　平成１３年３月３１日まで） 
（平成１２年４月１日から 

平成１２年度 （平成１３年３月３１日現在） 

平成１４年度 　平成１４年３月３１日まで） 
（平成１３年４月１日から 平成１３年度 　平成１５年３月３１日まで） 

（平成１４年４月１日から 

平成１４年度 （平成１４年３月３１日現在） 平成１３年度 （平成１５年３月３１日現在） 
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（単位：百万円、％） 

■セグメント情報 

合　　　　計 

破 綻 先 債 権 額 

延 滞 債 権 額 

３ヵ月以上延滞債権額 

貸付条件緩和債権額 

区 分 

１． 

２． 
３，２３３百万円です。 

３． 

５． 

４． 
予したもの以外の貸付金です。 

い貸付金です。 

（注） 

上の手続き申立てがあった債務者に対する貸付金です。 

（貸付残高に対する比率） 

■リスク管理債権の状況 

の他の債務者に有利となる取決めを行なったもので、破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。 
貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ 

３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延しているもので、破綻先債権、延滞債権に該当しな 

延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶 

き申立てにより法的倒産となった債務者、または手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、あるいは、海外の法律により上記に準ずる法律 
がないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（未収利息不計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、破産法、商法等による手続 
破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込み 

１６，７０３百万円、平成１３年度末が破綻先債権額１５，３９５百万円、延滞債権額７，７３４百万円、平成１４年度末が破綻先債権額１８，０３３百万円、延滞債権額 
除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しています。その金額は、平成１２年度末が破綻先債権額１１，７４９百万円、延滞債権額 
破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等について、債権額から担保の評価額および保証等による回収が可能と認められる額を控 

　平成１４年度（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）、平成１３年度（平成１３年４月１日から平成 
１４年３月３１日まで）および平成１２年度（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）において、当社 
および連結子会社は、生命保険事業以外に損害保険事業等を営んでいますが、当該事業の全セグメント 
に占める割合が僅少であるため、セグメント情報の記載を省略しています。 

（単位：百万円） 
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⑤　 

①　資本の部合計 

明治損害保険株式会社 

　 

⑨　 

⑧　控除項目 

（Ｂ）　リスクの合計額　 

②　価格変動準備金 

⑦　負債性資本調達手段等（劣後ローン、劣後債等） 

ソルベンシー・マージン比率　　　 

⑭　経営管理リスク相当額 

⑬　資産運用リスク相当額 

⑫　予定利率リスク相当額 

⑪　巨大災害リスク相当額 

⑩　一般保険リスク相当額 

⑩ 

③　異常危険準備金 

④　一般貸倒引当金 

⑥　土地含み損益×８５％ 

（Ａ）　ソルベンシー・マージン総額 

項　　　　　目 

その他有価証券の評価差額（税効果控除前）×９０％ 

その他（保険契約準備金の一部、税効果相当額等） 

×１００ 
（A） 

２． 
３． 

（注）１． 

（１／２）×（B） 

「控除項目」は、平成８年大蔵省告示第５０号第１条の２に規定する他の保険会社又は保険業法第１０６条第１項第３号から第５号までに掲げる子会社 

上記は、保険業法施行規則第８６条および第８７条ならびに平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出しています。 

等の資本調達手段について、意図的な保有相当額があればこれを記載しますが、当社では該当項目はありません。 

「資本の部合計」には社外流出予定額、繰延資産およびその他有価証券の評価差額金を除いた金額を記載しています。 

■子会社等である保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率） 
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１，１２２ 

― 
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１，１６７ 

― 

― 

１，０８４ １，０５９ 

１０８ 

１７ 

１，５９４ 

１０３ 

１８ 

１，３３９ 

９２６ 

３，０５２ 

― 

― 

― 

１，０４５ 

２，８７６ 

― 

― 

― 

５ 

１２０ 

３０，１３９ 

３，５９４ 

― 

２，６４４ 

２４ 

３６，５２３ 

― 

６５６ 

６，５０１ 

１，６６０ 

２３ 

― 

３７７ 

５，１９７ 

１，９７４ 

１３ 

４０，３９１ 

３１，５４９ 

３６，５８５ 

２９，０２３ 

（０．８１） 

― 

４４，１５９ 

２２，５８９ 

１８，２３２ 

３，３３６ 

（０．５７） （０．４４） 

― 

２９，０１８ 

１１，２８２ 

１６，４８４ 

１，２５１ 

― 

２１，８５３ 

１０，１５９ 

９，８６５ 

１，８２７ 
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